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品川区福祉オンブズマン制度導入に関する内容の検討について

第１回品川区福祉オンブズマン制度導入検討委員会において検討した内容を踏まえて、福祉オンブズマンの役割を苦情や相談（以下「苦情等」という。）が発生した際に、公正かつ中立な立場で苦情等の原因を調査し、苦情等の原因となった事実に対する改善策も含めて意見を伝え、必要に応じて改善状況の調査および再度の意見を伝えることと整理した。
福祉オンブズマン制度の対象となるのは、高齢者や障害児者の福祉に関係するサービス（介護保険制度に係るサービスを含む）、高齢者や障害児者に係る相談の対応および手帳や手当等の対応、区長が行うべき高齢者や障害児者の支援に係る対応となり、区外在住で区内サービスを利用する方や区外サービスを利用する方で区がサービス利用の責任や給付費等の負担をしている方も対象とする方向で整理している。
今回の検討員会においては、前回の検討委員会での検討を踏まえて、以下の通り協議事項を説明し、１１月に実施する予定であるパブリックコメントに向けて制度の構築作業を進めていきたい。
※四角の囲みを単位として事務局案を説明し、ご意見をいただきます。

１．協議事項
（１）対象サービスに関すること
高齢者（介護保険制度の利用者を含む）、障害者、障害児に関係する区やサービス事業者の対応を広く対象とし、通所・入所・訪問・相談・手当・手帳等に関係する事業の対応の全般が対象となる。これらの事業は、公金（給付費・補助金・委託料・指定管理料）が入り、運営されているため、無料または低額な自己負担により運営されている。
一方、前回の本検討委員会において、有料老人ホームを対象とするべきか意見が出た。厚生労働省の資料（有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会（第１回）、2025年4月14日、有料老人ホームの現状と課題・論点について）を参考に有料老人ホームの制度概要・現況について確認し、原則として公金が入っていない事業について、対象に含めて差支えがないか、意見をいただきたい。
【有料老人ホームの制度・現況】
老人福祉法第29条第１項を実施根拠とし、老人を入居させ、食事の提供、介護（入浴・排泄・食事）の提供、洗濯・掃除等の家事の供与、健康管理を行なう施設。　　
有料老人ホームは、①介護付有料老人ホーム、②住宅型有料老人ホーム、③健康型有料老人ホームの３種類があり、代表的な①②の類型を説明する。※以下の（　）内は、Ｒ６の設置件数の％である。
①介護付有料老人ホーム（26.4％）
特定施設入居者生活介護の指定を受け、介護が必要となっても、当該ホームで介護サービスを提供することにより、生活を継続することが可能な施設。
②住宅型有料老人ホーム（73.5％）
特定施設入居者生活介護の指定を受けていないもので、介護が必要となった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護等の介護サービスを利用しながら、生活を継続することが可能な施設。

有料老人ホームは、住まいと介護を提供するもので、①介護付有料老人ホームで提供される特定施設入居者生活介護、②住宅型有料老人ホームで利用可能な地域の訪問介護等の介護サービスについては、介護保険制度によるものであるため、福祉オンブズマン制度の対象となると考えている。
一方、介護保険制度以外の部分については、原則、公金が入っておらず、運営者の経営判断により、入居一時金や月額利用料を設定している。
苦情対応の現況については、厚生労働省の資料Ｐ32が参考となると思われる。また、有料老人ホームの全般が対象となる場合、サービス付き高齢者向け住宅での対応も対象に含めて差支えがないか、意見をいただきたい。

（２）福祉オンブズマンの名称に関すること
福祉オンブズマンの「マン」が男性を指すものであると捉えられる可能性があるため、事務局にて性別を連想させないような案を作成した。名称の案については、パブリックコメントで一案を示し、意見を聞く予定であるため、これらの案についてご意見をいただくとともに、その他の案があれば教えていただきたい。

【事務局案】
①福祉サービス苦情調査委員
②福祉サービス苦情調査・改善提案委員
③福祉サービス苦情調整委員
④福祉オンブズパーソン









（３）資料２：苦情・相談フロー（案）および資料３：福祉サービス等苦情申立書（案）について
資料２：苦情・相談フロー図を作成し、大まかな流れをまとめたので、意見をいただきたい。あわせて資料２の「3_アセスメント【区（事務局）】」について、苦情・相談を事務局にて受け付けた後、福祉オンブズマンへの面談・調査へのつなぎについて、事務局の対応を整理するため、以下について意見をいただきたい。
①資料３：福祉サービス等苦情申立書（案）により事務局で苦情申立てを受け付ける運用案について意見をいただきたい。
※申立者の中には、福祉オンブズマンによる面談・調査は希望しないが、区の担当課やその他の機関の権限により迅速に対応して欲しいという希望や福祉オンブズマンによる面談・調査を行なった方がいいか相談したいという希望が一定程度あることを想定しており、今後の対応の方向性を書面により整理することで、アセスメントを適切に行なっていきたい。
②アセスメントの結果、事務局としては、福祉オンブズマンにつなぐ必要性が低いと判断したとしても、申立人が福祉オンブズマンへの面談・調査を強く希望する場合があることを想定している。このような場合、大まかな事務局の対応の方向性としては、申立人の希望を優先して、福祉オンブズマンによる面談・調査に向けて対応していく方針でよろしいのか。
③匿名での申立があった場合の対応について、福祉オンブズマンと協議の上、調査を行なうかを決め、調査結果については、回答しない（できない）ことを想定している。この対応が適切なのか意見をいただきたい。

（４）事業者に対する調査への協力に関すること
福祉オンブズマンの役割は、公正かつ中立な立場で苦情等の原因を調査し、苦情等の原因となった事実に対する改善策も含めて意見を伝えることと整理した。
区については、調査の協力の義務や改善策についての意見に対しての検討を義務とする方向で検討しているが、事業者に対して調査への協力や改善策に対する意見に対しての検討を義務とするかについて、メリットとデメリットをまとめたので、意見をいただきたい。なお、福祉オンブズマン制度を導入する効果としては、苦情等の発生の事実や原因を事業者に伝えることで自主的に苦情等の改善に向けてサービスの向上に取り組むことにあると考えている。
①事業者に対する調査の協力や改善策への意見に対する対応を義務とする場合
メリット　：事業者に対して調査への協力義務が条例で定まったことを理由に調査
　　　　　　への協力を依頼しやすい。
　　　　　　制定する条例に規定することにより、調査に協力してくれない事業者
名の公表が可能である。
デメリット：事業者名の公表は、慎重に行なう必要があるため、努力義務とした場合と運用上の差がなく、事業者の対応結果が同程度の可能性がある。
　　　　　　調査への協力依頼が義務化されたことを根拠に調査への協力を強引に押し進め、相手方の心証を悪くした場合、その後の改善策に対する意見への対応が強制と捉えられ、改善に取り組まない可能性がある。
②事業者に対する調査の協力や改善策への意見に対する対応を努力義務とする場合
メリット　：事業者に対して調査への協力が条例で定まったことを説明することと
あわせて、調査への協力は任意であることを説明できるので、相手方
に対してソフトな接し方ができ、調査後の改善策への意見に対する検
討に対しても促しやすい。
デメリット：調査に応じない事業者がいた場合、対応の義務がないことが調査が進
まない原因であると感じられ、意味のない制度と捉えられる可能性が
ある。
調査の協力が努力義務である場合、事業者名の公表ができない。

（５）福祉オンブズマンの業務・報酬に関すること
独任制の機関として対応することを基本とし、苦情等の事案の対応が複雑または困難な場合は、２人以上での対応もできるものとしたい。事務局は、面談および調査に同席することを想定している。以下に福祉オンブズマンの業務をまとめたので、他に考えられる業務があるのかも含めて意見をいただきたい。
①区の機関および事業者等の対応が原因で発生した苦情等について、申立者との面談および区の機関・事業者等へ調査をすること（記録の作成を含む）。
②調査結果報告書の作成、調査を受けた側に対しての苦情等の改善に向けての意見書（勧告書・申入れ書・要望書）の作成および対応の回答依頼を行なうこと。
③調査を受けた側に対しての苦情等の改善状況の確認（追跡調査）を行ない、必要に応じて意見書（勧告書・申入れ書・要望書）の作成および対応の回答依頼を行なうこと。
④苦情や対応に係る事案の発生が区の制度や運用に起因するものである場合、区長に対して福祉オンブズマン全員の合意により勧告を行なうこと。
⑤福祉オンブズマンの発意により、区の制度や運用について調査し、改善が必要な場合、区長に対して全員の合意により勧告を行なうこと。
⑥１～２カ月に１回程度、関係者会議を開催し、その間の申し立て事案の報告・協議と、区が受けた申し立てに至らない事案の報告を受け、助言すること。
⑦１年に１回程度、区関係所管との意見交換会を行なうこと。
⑧事務局が作成する毎年度ごとの運用状況報告書に、委員が1年を振り返ってのコメントを記載すること。
⑨オンブズマン制度の対象サービス等の拡大についての検討を行なうこと。

あわせて、他区の条例の報酬の規定について確認したところ、日額払いと月額払いの区が混在していた。今後、条例で規定することになるので、意見をいただきたい。


（６）面談および面談室に関すること
①福祉オンブズマンとの面談を実施する区の相談室について、間借りできる部屋を確保できないか内部調整を行なったところ、会議室等の使用頻度が高く、固定で同じ部屋を使用することが困難であった。申立人と福祉オンブズマンとの面談については、申立人から面談の希望日を聞いた上で福祉オンブズマンとの日程調整を行ない、その日時で借用できる場所で行なうこととしたいが、運用上、差支えがあるか意見をいただきたい。
②申立人との面談時間について、１回１時間までというルールを定めるべきか意見をいただきたい。
③１日あたり面談は、半日で２件程度が最大と考えているが、適正な対応件数であるか意見をいただきたい。

２．今後のスケジュールについて
令和８年11月（予定）　　　 区民意見公募手続（パブリックコメント）
令和９年１月（予定）　　　  第３回　制度導入検討委員会
令和９年４月～　　　　　　　条例制定、事務局準備・制度周知
令和９年８月（予定）　　　　制度導入検討委員会開催
令和９年10月（予定）　　　 制度開始
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